
事 業 概 況 （11月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26 年度労災保険業務機械処理の平成 26 年 11 月末現在における保険給付支払総額は 500,816,060 千円で、前年同

期に比べて0.6％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が248,222,848千円で49.6％と最も大きく、次いで療養

補償給付が152,546,735千円で30.5％を占めている。以下、休業補償給付が13.4％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償

一時金が1.0％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が10.2％増、遺族補償一時金が7.0％

増、療養補償給付が4.4％増、葬祭料が3.8％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.9％減、年金等給付が1.3％

減、介護補償給付が0.5％減、休業補償給付が0.3％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年11月末 平成26年度 26年11月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 497,890,872 100.0 △ 1.3 500,816,060 100.0 0.6

療 養 補 償 給 付 146,059,614 29.3 △ 0.1 152,546,735 30.5 4.4

休 業 補 償 給 付 67,475,234 13.6 △ 2.4 67,279,977 13.4 △ 0.3

障 害 補 償 一 時 金 21,733,846 4.4 1.3 21,106,462 4.2 △ 2.9

遺 族 補 償 一 時 金 4,611,035 0.9 △ 15.6 4,934,037 1.0 7.0

葬 祭 料 1,473,050 0.3 △ 9.0 1,529,196 0.3 3.8

介 護 補 償 給 付 4,594,176 0.9 △ 0.5 4,571,843 0.9 △ 0.5

年 金 等 給 付 251,377,016 50.5 △ 1.6 248,222,848 49.6 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 566,902 0.1 3.7 624,962 0.1 10.2

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が149,619,679千円で29.9％、「その他の事業」が135,245,950  

千円で27.0％、「製造業」が125,194,471千円で25.0％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.6％、「林

業」が2.0％、「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となって

いる。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が7.6％増、「その他の事業」が3.0％増、

「運輸業」が1.6％増となっているのに対し、「漁業」が6.2％減、「鉱業」が4.7％減、「林業」が4.2％減、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が2.3％減、「建設事業」が0.2％減となっている。なお、「製造業」は変化がなかった。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年11月末 平成26年度 26年11月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 497,890,872 100.0 △ 1.3 500,816,060 100.0 0.6

林　　  　　　業 10,455,753 2.1 △ 6.8 10,017,017 2.0 △ 4.2

漁　　　  　　業 1,824,656 0.4 4.6 1,711,425 0.3 △ 6.2

鉱　　　  　　業 24,391,701 4.9 △ 6.9 23,255,778 4.6 △ 4.7

建　 設　 事　 業 149,919,380 30.1 △ 1.5 149,619,679 29.9 △ 0.2

製　 　造　 　業 125,208,121 25.1 △ 2.7 125,194,471 25.0 0.0

運　 　輸　 　業 51,708,949 10.4 1.0 52,540,758 10.5 1.6
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,239,417 0.2 23.5 1,211,077 0.2 △ 2.3

そ の 他 の 事業 131,265,640 26.4 0.6 135,245,950 27.0 3.0

船舶所有者の事業 1,877,256 0.4 3.9 2,019,905 0.4 7.6

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が131,929,454千円で53.1％と最も大きく、次いで

障害補償年金が93,096,324千円で37.5％、傷病補償年金が23,197,070千円で9.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が83,080,545千円で33.5％、「製造業」が71,312,772千

円で28.7％、「その他の事業」が45,053,909千円で18.2％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年11月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 93,096,324 131,929,454 23,197,070 248,222,848 100.0

林　　  　　　業 1,443,068 3,228,441 260,860 4,932,369 2.0

漁　　　  　　業 271,857 835,647 29,620 1,137,125 0.5

鉱　　　  　　業 1,462,057 10,284,201 4,236,049 15,982,307 6.4

建　 設　 事　 業 26,848,925 47,592,304 8,639,316 83,080,545 33.5

製　 　造　 　業 35,595,648 31,348,555 4,368,569 71,312,772 28.7

運　 　輸　 　業 9,519,420 14,698,856 1,579,260 25,797,536 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
165,498 465,314 47,708 678,520 0.3

そ の 他 の 事業 17,751,288 23,288,117 4,014,504 45,053,909 18.2

船舶所有者の事業 38,561 188,020 21,184 247,765 0.1

構　成　比 37.5% 53.1% 9.3% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 11月末現在における保険料徴収決定済額は840,587,903千円で、前年同

期に比べて4.3％増となっている。保険料収納済額は580,088,974千円で、前年同期に比べて5.4％増となっている。また、

収納率についてみると69.0％となっており、前年同期に比べて0.7ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が380,035,806千円で45.2％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 202,641,685 千円で 24.1％、「製造業」が 161,458,747 千円で 19.2％を占めている。以下、「運輸業」が

8.4％、「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、

「漁業」が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年11月末 26年11月末 25年11月末 26年11月末 25年11月末 26年11月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 805,775,746 840,587,903 100.0 4.3 550,347,010 580,088,974 100.0 5.4 68.3 69.0

林　　  　　　業 5,095,386 5,221,405 0.6 2.5 3,420,934 3,616,024 0.6 5.7 67.1 69.3

漁　　　  　　業 1,987,168 2,027,365 0.2 2.0 1,290,866 1,345,711 0.2 4.2 65.0 66.4

鉱　　　  　　業 3,083,568 3,094,986 0.4 0.4 1,829,947 1,888,645 0.3 3.2 59.3 61.0

建　 設　 事　 業 182,347,026 202,641,685 24.1 11.1 126,148,878 141,612,509 24.4 12.3 69.2 69.9

製　 　造　 　業 158,320,175 161,458,747 19.2 2.0 105,682,658 109,128,559 18.8 3.3 66.8 67.6

運　 　輸　 　業 68,413,167 70,274,046 8.4 2.7 42,374,522 44,381,416 7.7 4.7 61.9 63.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,258,908 2,240,528 0.3 △ 0.8 1,515,853 1,525,348 0.3 0.6 67.1 68.1

そ の 他 の 事業 368,836,740 380,035,806 45.2 3.0 257,763,446 267,421,355 46.1 3.7 69.9 70.4

船舶所有者の事業 15,433,608 13,593,335 1.6 △ 11.9 10,319,906 9,169,407 1.6 △ 11.1 66.9 67.5

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


